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運   営   規   程  

 

平成１２年 ４月 １日 施 行 

平成１４年 ７月 １日 改 正 

平成１５年 ４月 １日 改 正 

平成１７年１０月 １日 改 正 

平成１８年 ７月２０日 改 正 

平成２０年 ４月 １日 改 正 

平成２３年 ４月 １日 改 正 

平成２５年１２月 １日 改 正 

平成２７年 ６月 １日 改 正 

平成３０年 ４月 １日 改 正 

平成３０年 ７月 １日 改 正 

平成３０年 ８月 １日 改 正 

平成３１年 ４月 １日 改 正 

令和 ３年 ４月 １日 改 正 

令和 ３年１１月 １日 改 正 

令和 ６年 ５月 １日 改 正 



 

（目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人恵愛会（以下「当法人」という。）が開設する特別養

護老人ホーム（以下「事業所」という。）が行う介護福祉施設サービス（以下「本事

業」という。）の運営及び利用について必要な事項を定め、事業の円滑な運営を図るこ

とを目的とする。 

 

（基本方針） 

第２条 入所者が施設サービス計画に基づき、可能な限り、居宅における生活へと復帰

できるよう、入浴、排泄、食事等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与、

その他の日常生活の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、

入所者の心身の機能の維持並びに入所者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図る

ものとする。 

 

（運営方針） 

第３条 本事業所において提供する介護福祉施設サービスは、介護保険法並びに関係す

る厚生労働省令、告示の趣旨及び内容に沿ったものとする。 

２ 入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の立場に立ったサービスの提供に努め

ると共に、入所者及びその家族のニーズを的確に捉え、個別に施設サービス計画を作

成することにより、入所者が必要とする適切なサービスを提供する。 

３ 入所者又はその家族に対し、サービスの内容及び提供方法について分りやすく説明

する。 

４ 適切な介護技術をもってサービスを提供する。 

５ 常に、提供したサービスの質の管理、評価を行う。 

 

（事業所の名称） 

第４条 本事業所の名称は「特別養護老人ホーム筑波園」とする。  

 

（事業所の所在地） 

第５条 本事業所の所在地は、茨城県つくば市北条１１８０とする。 

 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第６条 事業所に勤務する職員の職種、員数、職務内容は次のとおりとする。  

 （１）管理者 兼務１名（常勤） 

    管理者は職員等の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

 （２）医師 兼務１名 （非常勤） 

    医師は入所者に対し健康管理及び療養上の指導を行う。   

  



（３）生活相談員 兼務１名（常勤） 

    生活相談員は利用者及び家族の必要な相談に応じるとともに、適切なサービス  

が提供されるよう、事業所内のサービスの調整、居宅介護支援事業者など他の機 

関との連携において必要な役割を果たす。 

 （４）介護職員 専従２２名以上（常勤換算で２２名以上） 

    介護職員はサービスの提供にあたり利用者の心身の状況等を的確に把握し、利  

   用者に対し、適切な介護を行う。 

（５）看護職員 兼務５名以上（常勤換算方法で従来型３名以上、ユニット型２名以 

上、うち２名以上は常勤） 

看護職員はサービスの提供にあたり利用者の心身の状況等を的確に把握し、利  

用者に対し、適切な看護を行う。 

 （６）機能訓練指導員 兼務２名（常勤）  

    機能訓練指導員は利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止する 

為に必要な機能訓練等を行う。 

 （７）介護支援専門員 兼務１名（常勤） 

介護支援専門員は入所者の心身の状況に沿った介護計画を作成し、その評価及

び見直しを行う。 

（８）管理栄養士 兼務１名 

管理栄養士は利用者の心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供

を行う。 

 （９）調理員 適当数 

 （10）事務員 適当数 

 

（営業日及び営業時間） 

第７条 本事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。 

 （１）営業日 年中無休とする。                   

 （２）営業時間 24時間営業とする。 

 

（入所定員） 

第８条 本事業所の定員は６０名とする。 

 

（介護福祉施設サービスの内容） 

第９条 介護福祉施設サービスの内容は次のとおりとする。 

 （１）入浴介護：衣類の着脱、洗髪、洗身、入浴、清拭、整容等、１週間に２回以上

行う。 

 （２）排泄介護：排泄の準備、排泄誘導介助、おむつ交換、排泄後の後始末等を行う。  

 （３）食事サービス：食事に関する調理、準備、摂取介助、後始末を行う。  

 （４）栄養管理：入所者の栄養状態を適切にアセスメントし、その状態に応じて多職



種協働により栄養ケアマネジメントを行う。 

 （５）健康管理：常に入所者の健康状態に注意し、健康の保持に努める。  

 （６）機能訓練：入所者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止する為の訓練

並びに心身の活性化を図る為の各種サービスを提供する。 

 （７）レクリエーション：体操や文化的活動、カラオケ等を実施し、入所者の心身の

健康保持及び日常生活の活性化を図る。 

 （８）相談、助言等に関すること：入所者及びその家族の日常生活における介護など

に関する相談を行う。日常生活動作に関する訓練の相談、福祉用具の利用法の相

談、その他の必要な相談、助言を行う。 

 （９）貴重品の管理に関すること：入所者又はその家族の希望により、その預貯金通

帳、印鑑、年金証書の管理を行う。（有料） 

 （10）金銭の支払などに関すること：入所者又はその家族の希望により、お預かりす

る預貯金通帳での預貯金の払戻、預入及び公共料金、税金等の支払の代行を行う。

（有料） 

 （11）買物代行に関すること：入所者の希望により、地元商店街で購入可能なものに

限り、買物を代行する。（有料） 

 （12）理容サービス：入所者又はその家族の希望により、理容師の出張による理容サ

ービスを提供する。（有料） 

 （13) 旅行等：宿泊を伴う旅行や、施設外での買物ツアー、遠足などを行う。（有料）  

 

（施設サービス計画の作成等） 

第10条 介護福祉施設サービスの提供を開始する際には、入所者の心身の状況、希望及

びその置かれている状況並びに家族など介護者の状況を十分に把握し、個別に施設サ

ービス計画を作成する。 

２ 施設サービス計画の作成、変更の際には、入所者又は家族に対し、当該計画の内容

を説明し、同意を得る。 

３ 入所者に対し、施設サービス計画に基づいて各種サービスを提供すると共に、継続

的なサービスの管理、評価を行う。 

 

（要介護認定の申請に係る援助） 

第11条 事業所は入所の際に要介護認定を受けていない入所申込者について要介護認定

の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、入所申

込者の意思を踏まえ、速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行う。  

２ 事業所は、入所者の要介護認定に係る更新申請を、現在の要介護認定等の有効期間

が終了する１ケ月前からできるように必要な援助を行う。 

 

（利用料等） 

第12条 本事業所が提供する介護福祉施設サービスの料金は、厚生労働大臣が定める基



準によるものとし、当該事業が法定代理受領サービスである時は、利用者から本人負

担分の支払いを受けるものとする。但し、次に掲げる項目については、 

別に利用料金の支払を受けることとし、金額は別添料金表を参照とする。  

 （１）居住費 

 （２）食費 

 （３）入所者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い必要となる費用  

 （４）理容代 

 （５）日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、入所者に負担さ

せることが適当と認められるもの 

２ 前項の費用の支払を含むサービスを提供する際には、事前に入所者又はその家族に

対して必要な資料を提示し、当該サービスの内容及び費用を説明した上で、入所者の

同意を得る。また、併せて、その支払に同意する旨の文書に署名（記名押印）を受け

る。 

３ 利用料の支払は、原則、口座振替により、指定期日までに受けることとする。  

 

（サービスの提供記録の記載） 

第13条 介護福祉施設サービスを提供した際には、その提供日、内容及びその他必要な

記録を所定の書面に記載すると共に、サービス終了後５年間保管する。 

 

（入所） 

第14条 事業所は、介護福祉施設サービスの提供の開始に際し、あらかじめ入所申込者

又はその家族に対し、本規程の概要、従業者の勤務の体制、その他の重要事項を説明

すると共に、文書を交付し、当該提供の開始について入所申込者の同意を得るものと

する。 

２ 事業所は、入所申込者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定

の有無及び要介護認定の有効期間を確認しなければならない。 

３ 事業所は第15条第１項に規定する場合を除き、入所を拒むことはできない。但し、

入所申込者が入院治療を必要とする場合、入所申込者に対し、自ら適切な便宜を供与

することが困難である場合は、適切な病院若しくは診療所又は介護老人保険施設等を

紹介する等の措置を講ずるものとする。 

 

（留意事項） 

第15条 次の事項に該当する場合は施設入所を拒むことができる。  

 （１）定員に空きがない場合。 

 （２）危険な伝染病疾患をもち、現在も感染させる恐れのある者。 

 （３）団体生活に著しく支障をきたす恐れのある者。 

２ 入所者は次の事項を順守しなければならない。 

 （１）宗教や習慣の相違などで他人を攻撃したり自己の利益のために他人の自由を侵



すことをしてはならない。 

 （２）けんか、口論、その他他人の迷惑になる行いをしてはならない。  

 （３）指定した場所以外で火気を用い、又は自炊してはならない。 

 （４）事業所の秩序、風紀を乱し、又は安全・衛生を害することをしてはならない。  

 （５）無断で備品の位置を変えたり、持ち出したり、又は損害を与えるような行いを

してはならない。 

 （６）動物の飼育は盲導犬など特別な場合を除き禁止とする。 

 

（退所） 

第16条 次の事項に該当する場合は施設利用を終了とする。 

 （１）入所者の退所の意思が確認でき、退所後の生活に支障がない場合。  

 （２）他の介護保険施設等の施設に入所した場合。 

 （３）病院等に３ヶ月以上入院した場合及び３ヶ月以上入院することが明らかになっ

た場合。 

 （４）正当な理由なく利用料の支払を３ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催告した

にもかかわらず、30日以内に支払われない場合。 

 （５）無断で退所し、再利用の見込みがない場合。 

 （６）死亡した場合。 

 （７）第15条第２項の事項に該当し、再三の要請にもかかわらず改善が見られない場

合。 

２ 事業所は、入所者の退所に際し、入所者及びその家族の希望、入所者が退所後に置

かれることとなる環境等を勘案し、入所者の円滑な退所の為に必要な援助を行うもの

とする。 

 

（秘密保持） 

第17条 本事業所の従業者は、業務上知り得た入所者又はその家族の秘密保持を厳守す

る。 

２ 従業者であった者が、業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を漏らすことのな

いよう、必要な措置を講じる。 

 

（苦情処理） 

第18条 提供した介護福祉施設サービスに関する入所者又はその家族からの苦情に対し

て、迅速かつ適切に対応するため、受付窓口の設置、担当者の配置、事実関係の調査

の実施、改善措置、入所者又は家族に対する説明、記録の整備その他必要措置を講じ

るものとする。 

 

（損害賠償） 

第19条 入所者に対する介護福祉施設サービスの提供により、賠償すべき事故が発生し



た場合には、損害賠償を速やかに行う。 

 

 

（衛生管理） 

第20条 介護福祉施設サービスに使用する備品などを清潔に保持し、定期的な消毒を施

すなど、常に衛生管理に十分留意するものとする。 

２ 従業者等は、感染症などに関する知識の習得に努める。 

 

（協力病院） 

第21条 本事業所の協力病院は、以下の病院とする。 

○医療法人 双愛会 つくば双愛病院（つくば市高崎1008番地） 

○医療法人社団 白峰会 湖南病院・ときたクリニック（茨城県下妻市長塚４８-１） 

○医療法人 恵仁会 筑波中央病院（つくば市北条5118番地） 

○オサダ歯科・矯正歯科医院 （つくば市田中1848番地） 

 

（緊急時における対応方法） 

第22条 介護福祉施設サービスの提供中に入所者の心身の状況に異変その他の緊急事態

が生じた時は速やかに主治医または協力医療機関に連絡し、適切な措置を講ずる。 

 

（安全管理体制等） 

第23条 管理者は事故発生の防止と発生時の適切な対応を推進するため、本条各号に定

める事項を実施するものとする。また、管理者はこれらの措置を適切に実施するため

の専任の担当者とする。 

（1）  事故防止安全対策委員会を設ける。その責任者は管理者とする。  

（2）  事故防止安全対策委員会は、事故発生防止のための指針（マニュアル）の整備、

事故が発生した場合等における報告と、その分析を通じた改善策を職員に周知徹

底する体制の整備、職員に対する研修の企画・実施等を行う。  

（3）  職員に対し定期的に、事故発生防止及び発生時の対応に関する研修を実施する。  

 

（非常災害対策） 

第24条 介護福祉施設サービスの提供中に天災その他の災害が発生した場合、従業者は

入所者の避難等適切な措置を講ずる。また、管理者は、日常的に具体的な処理方法、

避難経路及び協力機関等の連携方法を確認し、災害時には、避難等の指揮をとる。  

２ 非常災害に備え、定期的に避難訓練を行う。 

 

 

 

 



（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第25条 管理者は、虐待発生の防止に向け、本条各号に定める事項を実施するものとす

る。また、管理者は、これらの措置を適切に実施するための専任の担当者とする。  

（１）  身体的拘束適正化及び虐待防止に関する委員会を設ける。その責任者は管理者と

する。 

（２）  身体的拘束適正化及び虐待防止に関する委員会は、職員への研修の内容、虐待防

止のための指針策定、虐待等の相談及び苦情解決体制の整備、虐待を把握した際

の通報、虐待発生時の再発防止策の検討を行う。 

（３）  職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。  

 

（その他運営についての留意事項） 

第26条 従業者等の資質の向上を図るため、次のとおり研修の機会を設ける。 

 （１）採用時研修 採用後１ケ月以内   

 （２）階層別研修 随時 

２ 従業者等は、その勤務中常に身分を証明する証票を携行し、入所者又は家族から求

められた時は、これを提示する。 

３ 事業者は、この事業を行うため、ケース記録、入所者負担金収入簿、その他必要な

記録、帳簿を整備する。 

４ この規程の定める事項の他、運営に関する重要事項は、管理者が定めるものとする。  

 

附則 この規程は、令和６年５月１日から施行する。 

 


